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建設業における産業廃棄物管理の基礎

生産技術委員会 建設副産物ワーキンググループ

～排出事業者のリスクと責任～
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■建設工事に伴い生じる様々な産業廃棄物

建設工事の現場から発生した廃棄物は、すべて産業廃棄物となる
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■廃棄物処理法の全体像

ユニバース著「産廃がわかるハンドブック」から抜粋

排
出
事
業
者
自
身
が

自
社
で
処
理

処
理
を
他
社
に
委
託

原則 例外

処
理
業
者

排
出
事
業
者

契約書
【事前の約束】

マニフェスト
【廃棄物ごとの確認】

廃棄物処理法の原則＝排出事業者自身が処理

産業廃棄物が発生

処理時の基準
を守るべし

必要な許可 を

持っているか確認

運搬・中間処理

最終処分終了の報告

廃棄物の種類は？
処理できるものか確認

処理方法を確認

最終処分終了を確認

廃棄物処理法の原則は「排出事業者が自らその処理を行う」こと
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■建設工事に伴う場合、排出事業者は元請業者（下請業者ではない）

（建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理に関する例外）

第二十一条の三 土木建築に関する工事（建築物その他の工作物の全部又は一部を解体する工事を含む。以下「建設工事」という。）が数次の

請負によつて行われる場合にあつては、当該建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理についてのこの法律（第三条第二項及び第三項、第四条第四

項、第六条の三第二項及び第三項、第十三条の十二、第十三条の十三、第十三条の十五並びに第十五条の七を除く。）の規定の適用について

は、当該建設工事（他の者から請け負つたものを除く。）の注文者から直接建設工事を請け負つた建設業（建設工事を請け負う営業（その請け負

つた建設工事を他の者に請け負わせて営むものを含む。）をいう。以下同じ。）を営む者（以下「元請業者」という。）を事業者とする。

建設業における委託の構造

〇〇建設

施主

排出事業者

×設備

契約

△工務店

〇工務店〇設備

○建設

発注者

元請事業者

一次下請業者

二次下請業者

△△工務店

施主

排出事業者

〇〇建設

排出事業者

契約

×設備 △工務店○建設

〇設備

元請が一社の場合 元請が複数の場合
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■建設工事に伴い生じる産業廃棄物の処理パターン

運搬する者 想定される運搬先 内容

元請業者

（収集運搬業許可は不要）

元請業者の保管場所
事務所等に保管場所を準備し、都度持ち帰る
→集積後は処理委託することを想定

処分業者施設
排出事業者自身で運搬して、処分のみ委託
（処分業者への持ち込み・自社搬入）

処理業者

下請業者

（収集運搬業許可を持つ）

処分業者施設

許可を有する処理業者が、排出現場から回収する
ことで処理委託が開始する
※排出量がある程度多い場合には一般的
※下請事業者に許可を取得させ、収集運搬を委託
する場合も同じ

元請業者

下請業者

処理業者

下請業者

（収集運搬業許可を持たない）

元請業者が
権限を有する場所

※限定的な特例
廃棄物処理法の特例（21条の３第３項）を
活用し、下請け業者が運搬を行う

下請業者

次ページ
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■収集運搬業許可を持たない下請工事業者が一旦運搬を行う条件

※限定的

☑新築・増築及び解体工事では認められず、請負金額が５００万円以下の工事に限る。

☑特別管理産業廃棄物では認められない。

☑１回に運搬する廃棄物は１㎥以下であること。

☑この運搬の途中で積替保管を行ってはならない。

☑運搬先は、排出事業者が使用権限を持ち、施工現場と同一または隣接する都道府県であること。

※上記の条件を満たしたうえで、工事ごとに合意書面を取り交す必要もある。

排出事業者
＝元請業者

処分業者
※許可を有する

施工現場

排出事業者の事務所等に
併設された保管場所

工事業者
＝下請業者
※許可を持たない

収集運搬業者
※許可を有する

※運搬車両には「産業廃棄物収集運搬者」、
「排出事業者名（この場合は工事業者名）」の表示が必要。

※保管場所からの処理については、元請業者が
保管場所から排出した産業廃棄物として処理する。

下請け業者の敷地内の
保管場所

（排出事業者が賃貸）

処分業者の施設
（排出事業者が直接契約）

積替保管施設
（排出事業者が直接契約）

処分業者
※許可を有する

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ 積替保管業者
（収集運搬業者）
による運搬
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■残置物の処理責任はお施主様にある

残置物を工事に伴う産業廃棄物として処理することは違法である

■残置物とは

残置物とは「建設工事の発注者（お施主様）の活動
（事業活動／生活）に伴い生じた廃棄物であり、
（解体）工事以前に存在した廃棄物」と言えます。

⇒建設工事に伴って生じた廃棄物ではなく、発注者が
排出した産業廃棄物／一般廃棄物にあたるため、着工
までに処分して頂き、建設工事廃棄物として処理する
ことはできません。

（一社）住宅リフォーム推進協議会
「リフォーム工事の廃棄物正しい処理方法」から抜粋
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■産廃リスク① ～罰則の厳しさ～

区分 イメージ このような場合
罰則

（以下の懲役・罰金）

不法投棄

・廃棄物をみだりに投棄した
・廃棄物を違法に焼却した

◆従業員が廃棄物を建物内に隠した
◆廃棄物を持ち帰った・・

５年・１０００万円
法人に対して：３億円

受託禁止

・処理業許可を持たない者が処理を受託した
（処分だけでなく、収集運搬も対象）

◆「ついでにやっておきます」と引き受けた

５年・１０００万円

無許可業者
への委託

・処理業許可を持たない者に処理を委託した
（処分だけでなく、収集運搬も対象）

◆処理業者の許可期限が切れ更新していない
◆ある品目の許可を有していなかった

５年・１０００万円

委託基準
違反

・処理委託契約書を締結せずに委託した

◆処理委託契約の前に委託を開始した
◆契約書の必要事項が空欄のままだった
◆書面のやり取りに不備があり、実態として
契約がないままに処理委託していた

３年・３００万円

管理票
違反

・マニフェストに関するあらゆる違反

◆マニフェストを交付しなかった・紛失した
（引き渡しと同時に交付していない）
◆マニフェストの記載内容に不備・虚偽がある

１年・１００万円

保管届出
違反

・排出場所以外で３００㎡以上の土地での
廃棄物保管について、届出なく行った

６ヶ月・５０万円

虚偽報告
立入拒否

・行政庁から求められる報告に虚偽がある場合
・立入検査を拒否、妨害した場合

３０万円
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■産廃リスク② ～不法投棄に巻き込まれたら～

全体額 品目ごとの費用

青森県
29社

約 ５億円

\37,000～39,700/ｔ
（燃え殻、廃プラ、汚泥）

\19,856/ｔ
(動物性残さ）

岩手県
24社

約 ３．５億円

\36,000～49,000/ｔ
（燃え殻、汚泥、廃油）

107社
25社

５千万円以上

\31,080/ｔ
\10,878/㎥

※品目は不明

289社
80社以上

約３千万円

\22,479/㎥
（主に建設系混合廃棄物）

※品目ごとでなく一律
千葉市緑区事案

青森・岩手県境
不法投棄事案 12,003社

横浜市戸塚区事案

事案名
特定された

排出事業者数

明らかになっている排出事業者による撤去費用負担
（撤去協力に応じる／措置命令が発出される）

資料：環境省統計・自治体の公開情報 を基にユニバース編集



講師の紹介（株式会社ユニバース／一般社団法人企業環境リスク解決機構）

「〈最新版〉図解 産業廃棄物処理がわかる本」 平成30年10月 ユニバース

産業廃棄物の流れ、処理の実態から相次ぐ法改正への対応まで、実際に産廃処理に携わる事業

者が豊富な図、写真でわかりやすく解説したロングセラー。産廃担当者のバイブル。

2018年10月に法改正に対応した最新版として改訂した。

（第一法規発行）

「図解と実践トレーニングでわかる！ISO14001内部監査」令和2年10月 子安 伸幸

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の内部監査員として必要な力量を、短時間

で効率的に理解する。環境への取り組みを前進させるために、ISO14001を道具として正しく理解し

て、道具としての使い方をマスターする１冊。

排出事業者に必要な知識の習得度を問う、産廃担当者の必須知

識を網羅した、ニュースタンダードとなる検定試験。

4800以上の受験実績があり、事前対策セミナー／2日間の集中講

座／通信教育など、豊富な学習ツールが用意されています。

（日本実業出版社発行）

公式テキスト 公式問題集


